
1 

 

閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２７年６月２２日（月） １０：０４～１０：１６ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

下 村 博 文 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

林   芳 正 国務大臣（農林水産大臣） 

宮 沢 洋 一 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

太 田 昭 宏 国務大臣（国土交通大臣） 

望 月 義 夫 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

竹 下   亘 国務大臣（復興大臣） 

山 谷 えり子 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

山 口 俊 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

有 村 治 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：加 藤 勝 信 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      １件 

     ○国会提出案件   １２件 

○公布（法律）    ３件 

     ○政令        ２件 

     ○人事        ２件 

     ○報告        １件 

     いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，加藤副長官から御説明申し上げます。 

○加藤内閣官房副長官：一般案件等について申し上げます。まず，恩赦４件について，

御決定をお願いいたします。復権及び刑の執行の免除を行うものであります。 

  次に，「特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施の状況に関する報告」

について，御決定をお願いいたします。本件は，特定秘密保護法の施行に伴い，特

定秘密の指定等の状況について，国会に報告するものであります。 

  次に，「自殺対策白書」及び「少子化社会対策白書」について，御決定をお願いい

たします。本件は，それぞれ，自殺対策基本法及び少子化社会対策基本法に基づき，

国会に提出するものであります。本件につきましては，後程，有村大臣から御発言

があります。 

  次に，質問主意書に対する答弁書７件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

  次に，平成２６年度第４・四半期における「予算使用の状況」及び「国庫の状況」

を国会及び国民に報告することについて，御決定をお願いいたします。 

  次に，法律の公布について，御決定をお願いいたします。「地域再生法の一部を改

正する法律」外２件が，１９日の衆議院及び参議院本会議において，可決成立した

ものであります。 

  次に，政令２件について，御決定をお願いいたします。財務省及び国土交通省の

各組織令の一部を改正する２政令は，財務省の大臣官房に置く審議官，国土交通省

の大臣官房に置く審議官及び参事官の定数を改める等，所要の改正を行うものであ

ります。 

  次に，人事案件について，申し上げます。まず，裁判官人事といたしまして，判

事に任命するもの外５件について，御決定をお願いいたします。 

  次に，南出行信外１２１名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

  次に，「平成２６年度人事院年次報告書」について，御報告があります。この報告

書は，国家公務員法に基づき，人事院から国会及び内閣に対して報告されたもので，

２６年度における人事行政の動きのほか，東アジア諸国と我が国の公務員制度など

について，記述しております。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，有村大臣。 

○有村国務大臣：「自殺対策白書」及び「少子化社会対策白書」について申し上げま

す。平成１８年に施行された「自殺対策基本法」及び平成１５年に施行された「少

子化社会対策基本法」に基づき，政府が講じた各施策等を報告するため，毎年，両

白書を国会に提出しています。 

 今年の「自殺対策白書」では，深刻な状況にある若年層の自殺の状況等について

各種統計資料の分析を示すとともに，有効と考えられる対策を紹介しています。 

 また，「少子化社会対策白書」では，本年３月に閣議決定した少子化社会対策大綱

や，４月に開始した子ども・子育て支援新制度等，最近の少子化対策を紹介してい
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ます。 

 自殺対策及び少子化対策の推進のため，引き続き，閣僚の皆様の御協力をお願い

申し上げます。 

○菅国務大臣：次に，文部科学大臣。 

○下村国務大臣：国立大学法人旭川医科大学の学長吉田晃敏は，６月３０日付けで任

期満了となりますが，７月１日付けで再任いたしたいので，御了解願います。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

総務大臣から御発言がございます。 

○高市国務大臣：平成２７年国勢調査については，本年１０月１日の調査期日まで，

明日で残すところ１００日となります。 

 国勢調査は，我が国に居住する全ての人を対象とする国の最も基本的な統計調査

であり，その結果は，喫緊の課題である少子・高齢社会対策，地方創生，防災対策

等を始め，国，地方公共団体が推進するあらゆる施策の立案に欠くことのできない

資料となります。 

 今回の調査においては，我が国で初めて，全世帯を対象として，オンライン調査

を実施します。オンラインによる回答数は，１，０００万世帯を超えるものと想定

しており，世界最大級の規模となります。 

 さらに，スマートフォンでの回答も可能とするなど，我が国のＩＣＴを活用した

「ビッグチャレンジ」であります。 

 国勢調査を正確かつ円滑に実施するためには，政府を挙げての取組が必要です。

閣僚各位におかれましても，お手元に添付したとおり，関係機関へ協力の要請をし

ていただくなど，国勢調査の実施に特段の御協力をいただきますようよろしくお願

いいたします。 

  また，関係省庁へのお願いとしまして，添付の資料について補足させていただき

ます。国勢調査員は，定められた腕章と名札を付けて各家庭へ回らせていただきま

すが，偽の腕章，名札を付けた偽調査員が出ることが想定され，既にそのような例

も発生しております。大体９月２０日頃から調査員が回り始めることと思いますが，

それに先立ち，総務省としましても，各市町村の市町村便り等により，呼びかけを

いたしたいと考えております。関係省庁の皆様方のご協力をよろしくお願いいたし

ます。 

○菅国務大臣：ほかに御発言はございますか。 

無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 



平成 27年 

６月 22日 

◎一般案件 

 ☆恩赦について（決定）  （内閣官房） 

◎国会提出案件 

   ○特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実

施の状況に関する報告について（決定）

（内閣官房）

〃  ○「平成２６年度我が国における自殺の概要及び自

殺対策の実施状況」について（決定）

（内閣府本府）

〃  ○「平成２６年度少子化の状況及び少子化への対処

施策の概況」について（決定）     （同上） 

1. 衆議院議員辻元清美（民主）提出安倍晋三内

閣総理大臣の不規則発言に関する再質問に対

する答弁書について（決定）  （内閣官房）

1. 衆議院議員初鹿明博（維新）提出自転車運転

中のイヤホンの使用並びに補聴器がイヤホン

と混同されることに関する質問に対する答弁

書について（決定）       （警察庁）

1. 参議院議員大久保勉（民主）提出不在者投票

施設の指定基準に関する質問に対する答弁書

について（決定）        （総務省）

1. 参議院議員和田政宗（次代）提出安重根をた

たえる記念館等に関する質問に対する答弁書

について（決定）        （外務省）

1. 参議院議員小林正夫（民主）提出基金に対す

る予算措置に関する質問に対する答弁書につ

いて（決定）          （財務省）

資 料
あ り

資 料
な し

〇
資 料
あ り

（ 月 ）繰 上 げ 閣 議 案 件
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〔 別 添 〕



1. 参議院議員川田龍平（維新）提出日本原燃株 

式会社六ヶ所再処理工場の高レベル廃液のガ 

ラス固化に関する質問に対する答弁書につい 

て（決定）      （原子力規制委員会） 

1. 参議院議員藤末健三（民主）提出自衛隊法第 

３条からの「直接侵略及び間接侵略に対し」 

の削除と専守防衛の関連に関する質問に対す 

る答弁書について（決定）    （防衛省） 

 ☆平成２６年度第４・四半期における予算使用の状 

況（ただし出納整理期間を含まず 。） を国会及び 

国民に報告することについて（決定）（財務省） 

〃  ☆平成２６年度第４・四半期における国庫の状況を 

国会及び国民に報告することについて（決定） 

（同上）  
 

◎公布（法律） 

1. 独立行政法人に係る改革を推進するための国 

土交通省関係法律の整備に関する法律 

（決定）  
1. 地域の自主性及び自立性を高めるための改革  

の推進を図るための関係法律の整備に関する  
法律（決定）  

1. 地域再生法の一部を改正する法律（決定）  
 

◎政  令 

   ○財務省組織令の一部を改正する政令（決定） 

（財務省） 

〃  ○国土交通省組織令の一部を改正する政令（決定） 

（国土交通省） 

 

 

 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  ☆  

資 料  
あ り  

5



◎人  事 

   ☆木村元昭外６名を判事等に任命し，判事兼簡易裁  
判所判事藤下  健外１名の兼官を免じ，判事志田  
博文外１名を願に依り免ずることについて  
（決定） 

☆元財務事務官南出行信外１２１名の叙位又は叙勲  
について（決定） 

 

◎報  告 

   ☆平成２６年度人事院年次報告書   （内閣官房） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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